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株式会社コラボレーションシステムの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の持分法適用関連会社である株式会社コラボレーション

システム（以下、コラボ社）の株式を追加取得し、連結子会社とすることへ向けた株式譲渡契約の締結

を決議いたしましたので下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

コラボ社は、大学における校内システムの監視・運用の分野において「クラスビュー」などの製品で実

績を上げております。当社は、コラボ社との業務提携により、当社グループの高校・大学市場向けソリ

ューションの強化を図ることを目的として、平成 29 年３月 13 日付「株式会社コラボレーションシステ

ムとの資本・業務提携に関するお知らせ」でお知らせいたしました通り、コラボ社を当社の持分法適用

会社としました。これまで両社協業により九州を中心に高校・大学市場へのシステム・ソリューション

の提供を通じて一定の成果を上げてまいりました。 

この度、全株式を取得することを通じ、更に両社の関係を強固なものとし、より一層の業績伸長を目指

します。 

 

 

２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社コラボレーションシステム 

（２） 所 在 地 福岡県福岡市博多区博多駅前３丁目 19－14 ビーエスビル博多４Ｆ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 柏田 稔 

（４） 事 業 内 容 
「クラスビュー」「ロストガード」などの学校におけるシステム運用・

監視などのパッケージソフトの開発及び販売 

（５） 資 本 金 10,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 18年１月 

（７） 大株主及び持株比率 
柏田 稔 80％ 

当  社 20％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社が 20％出資しております 

人 的 関 係 当社から取締役１名が顧問として就任しております 

取 引 関 係 商品の販売および仕入関係があります 

  



（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 27年 12月期 平成 28年 12月期 平成 29年３月期 

 純 資 産 23百万円 19百万円 26百万円 

 総 資 産 52百万円 34百万円 43百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 33,942円 13銭 27,772円 06銭 37,679円 32銭 

 売 上 高 100百万円 54百万円 23百万円 

 営 業 利 益 16百万円 △4百万円 7百万円 

 経 常 利 益 16百万円 △3百万円 7百万円 

 当 期 純 利 益 12百万円 △4百万円 6百万円 

 １株当たり当期純利益 17,189円 91銭 △5,720円 03銭 9,907円 22銭 

 １ 株 当 た り 配 当 金 － － － 

（注）平成 29 年３月期につきましては、決算期の変更により、平成 29年１月１日から平成 29年３月

31日までの３ヶ月間となっております。 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 柏田 稔（コラボ社 代表取締役） 

（２） 住 所 福岡県太宰府市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社顧問 

（当社顧問ではありますが、役員や役員の親族ではなく、関連当事者に

は該当いたしません） 

 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 140株（議決権所有割合：20％） 

（２） 取 得 株 式 数 560株 

（３） 取 得 価 額 相手先の意向により取得価額は非開示とさせていただきます 

（４） 異動後の所有株式数 700株（議決権所有割合：100％） 

（注）取得価額については、当該会社の最終的な純資産等に基づくデュー・デリジェンス実施後、

売主と調整の上、決定しております。 

 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 29年９月４日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 29年９月４日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 29年９月８日（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

本株式取得に伴う当社の連結業績及び財務状況に与える影響につきましては現在精査中であり、今後公

表すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 

 


